
３．公金債権回収における現状（本報告書14頁～）
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民間委託以外の手法 課題

内製化（直営）

地方税滞納整理機構の利用

大量のマンパワーを要する、夜間・休日に業務が集中するなど

機構への依存による地方公共団体のノウハウ低下、福祉との連携
低下

課題

コールセンター

コンビニ収納・マルチペイメント等

インターネット・オークション

従前採用されている民間委託の手法（※）

弁護士法72条との関係で、自主的納付の呼びかけ以上の業務（分納交
渉など）を実施できない

滞納者側の支払意思や能力の有無により効果が限定される

滞納処分又は民事執行法に基づく手続が必要になるため、各種手
続に関する法的知識が必要となる

※平成19年３月27日付け総税企第55号総務省自治税務局企画課長通知「地方税の徴収対策の一層の推進に係る留意事項等について」に基づくもの

○外部の専門家の知見を得る機会が比較的多い

○個別事情に応じて、内製化と民間委託の最適
な配分や、業務ごとの最適な委託先業種を模索

公金債権回収が進む地方公共団体

○民間委託を実施していないか、実施しているとしても、コー
ルセンターを用いる等、滞納者側の自発的な支払を期待す
る方法にとどまる

○徴収担当を有しない部署では、回収業務以外の本体の業
務に忙殺されており、有効な回収手段をとることが困難

公金債権回収が進まない地方公共団体

◎概観（公金債権回収が進む地方公共団体と進まない地方公共団体）

◎これまでに採られてきた公金債権回収の手法

従来の手法には課題も多く、公金債権の管理及び回収を適切に実施するためには不十分
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４．公金債権回収が進まない要因と課題（本報告書19頁～）

主に地方公共団体側の要因 課題

当該債権を有する原課に回収を実施する余力がない

同一の住民について、原課ごとに債権回収を実施して
いるため、請求事務の重複化などが生じる

マニュアルの整備、債権管理回収部門の利用、民間委託の活用等

専門部署への一元化（本報告書参考資料 平成23年３月３日付け
総務省担当課長通知の活用）

公金債権回収の民間委託の事務量が大きい 本報告書資料「試行自治体等で用いられた仕様書等の実例」参照

民間委託費用の相場感が不明であること

滞納者に資力があるか否か不明であること

本報告書資料別添１「委託業務内容等と委託費用」を参照

滞納者との納付相談の実施
※本報告書参考資料「第４回地方公共サービス小委員会（平成25
年７月30日）資料２（別添）（抜粋）」を参照

滞納者側における要因 課題

滞納者にそもそも資力がない

滞納者における公金の支払意識が乏しい

福祉部門との連携による自立支援

滞納処分や裁判上の手続の積極的な利用等を通じ、支払義務の
存在について周知する

民間事業者側における要因 課題

受託者に必要とされる公金債権回収特有のノウハウ
不足

業界団体内部における情報交換等を通じたノウハウの普及
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５．各地方公共団体における事例の紹介（本報告書22頁～）

・庁内における情報の共有、外部専門家への情報提供のため、滞納者からの同意書の活用

（１）滞納全体像の把握

○回収促進

・一元的な滞納債権回収体制の構築、納付相談の実施、部門毎の債権回収目標の公表・ＰＤＣＡ
の実施、任期付職員（弁護士）の採用による徴収の支援、職員向け研修の実施

○福祉的配慮

・多重債務相談窓口の設置と全庁的な支援体制、多重債務者の包括的支援、ファイナンシャルプ
ランナー等の活用

○不納欠損（債権放棄）
・債権放棄関連のルール制定（本報告書資料別添２「債権放棄関連のルール制定例」）

（２）回収促進、福祉的配慮、不納欠損処理のための手法整備

・複数債権の一括発注手続
・職員、弁護士その他の民間事業者の業務分担
・委託費用の適正化

（３）民間活力の発揮促進



６．提言（本報告書29頁～）
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○ 現状において処理できない債権回収の民間委託の実施
時効到来阻止、運用ノウハウの蓄積

○ 滞納者に対する納付相談の実施と自立支援

納付相談を通じ、滞納者が生活困窮者である可能性を把握した場合、担当部門へつなげる（本
報告書参考資料の平成23年3月3日付け総務省担当課長通知及び第４回地方公共サービス小
委員会資料２（別添）を参照）

○ 徴収の一元化

同一滞納者への請求重複回避、滞納者の実情に応じた回収（ただし、強制徴収権の有無に注
意）

○ 契約期間の複数年化
委託の費用対効果を高める ※契約解除の余地を残しておく必要があることに留意

○ 受託民間事業者への引き継ぎデータの整備
契約後の早期回収着手が可能

○ 滞納事由に応じた適切な回収方法の選択
段階的な回収方法を経て対象債権のスクリーニング化を図る（本報告書31、32頁の各図参照）

○ 職員に対する回収研修の実施

職員において、業務内容の特性等を踏まえて「自ら実施すべきケース」「外注すべきケース」等
の切り分けを行うことなどが期待される

（１）早急に実施が検討されるべき事項

（２）当面の課題についての提言




